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法制事務のデジタル化検討チームの検討経緯

デジタル臨時行政調査会

作業部会

2021.11.16 第1回

2022.2.10 第1回

2.17 第1回
・検討事項など

2.28 第2回
・法制事務に関する既存制度等
・適合性確認プロセス・体制
・海外調査項目案

3.16 第3回
・適合性確認プロセス・体制
・法制事務デジタル化・

BPR・官民分担

4.13 第4回
・法制事務デジタル化工程
・海外調査状況

3.23
第7回3.30

第3回

5.13 第5回
・海外調査状況
・法制事務デジタル化工程
・適合性確認プロセス化工程

5.20
第11回

論点等

工程等

①新規法令のデジタル原則への適合性の確認プロセス・体制について
②法制事務のデジタル化・ＢＰＲと官民分担の在り方について
・法令データのベースレジストリ（デジタル正本）の整備・提供

・法令関連文書等の利活用に向けた官民の役割分担

・法制事務に係るリーガルテックの活用

法制事務のデジタル化検討チームの検討事項

法制事務のデジタル化
検討チーム

会長：内閣総理大臣
副会長：
デジタル大臣、内閣官房長官

座長：デジタル副大臣

座長：デジタル副大臣

2021.12.22 第2回→「構造改革のためのデジタル原則」策定
→「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（2021.12閣議決定）

9.12 第6回
・要求条件素案・データ構造等
・適合性確認等試行実施

6.3
第4回
→「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」策定

11.9 第7回
・法令等データの公開方法
・法令等データの利活用高度化

2023.5.12 第8回
・調査・実証事業、AI利活用等
・デジタル法制審査・官報電子化

• 安野貴博 作家/AIエンジニア
• 角田篤泰 中央大学国際情報学部国際情報学科教授

• 藤原総一郎 弁護士長島・大野・常松法律事務所

• 堀口圭 FRAIM（株）代表取締役
• 八木田樹 （株）Legalscape代表取締役・最高経営責任者
• 米田憲市 鹿児島大学司法政策教育研究センター教授

• 渡部友一郎 弁護士 Airbnb Japan（株）法務本部長

法制事務のデジタル化検討チーム 構成員

5.17
第21回

調査・実証
内容等

9.28
第14回

適合性
確認等

10.27
第5回



本日のご説明事項

１ 法制事務のデジタル化等について

２ デジタル法制審査について

３ 官報電子化の取組について
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１ 法制事務のデジタル化等について
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法制事務システムの目的

（2022.9.12 法制事務のデジタル化検討チーム第6回会合資料1を元に一部修正）

効率的な法令等見直しを
実現する基盤確保

デジタル原則への適合の確認をはじめ、
法令等の見直し・改善を継続的・効率的
に行うための前提条件として、効率的に
利用可能な信頼性の高い法令データ・利
用環境を保持する。

法令等の戦略的な
オープンデータ化

法令等データへの全ての人々の公平・公
正なアクセス、法令等データの利活用に
よる産業・技術・政策立案の発達のため、
適時・事後検証可能・機械可読な法令等
ベースレジストリ・APIの充実を実現。

法制事務の
デジタル原則への適合

法令等の信頼性確保や誤り等のリスク制
御ができる持続可能で健全なワークフ
ローへの変革の一環として、法制事務に
まつわる処理を最大限効率化し、かつ魅
力的なユーザビリティを提供する。

法
制
事
務
シ
ス
テ
ム
の
目
的

デジタル社会の実現目標

「国民や地域に寄り添う」とともに「個人や事業者がその
能力を最大限発揮」できる社会をデジタルの力で実現。

⇒法令などの規制でアナログ的な構造が維持されたまま。
こうした構造を見直し、デジタル化の力を最大限発揮する
ことで、経済成長を実現することが不可欠

構造改革に向けた課題の一つ：法制事務

■膨大な手作業・人海戦術：既存法令の点検／新規法令のデジタル
原則適合性確認／テクノロジー進化にあわせた既存法令の見直し

■ 「ルール」の全体像が不明確：社会においてルール／規律とし
て機能しているのは必ずしも法令に限らず、全体像の把握が困難

■ 「ルール」のマスターデータが不存在：法令のデジタル正本
の公布方法やタイミングについての法的根拠は存在しない

目
指
す
効
果

法令等の利用者 行政社会全体

現状：ストレスの多い膨大な手作業

本来やるべき制度内容に集中
できる、効率的で信頼性の高い

魅力的な法制事務

現状：法令等データへのアクセス性が不十分

正確な法令等データを全ての
人々が即時入手可能、さらに
高度なサービス・技術創出

現状：基盤となる法令情報・利用環境の不在

効率的な法令等見直しの基盤情
報・利用環境を確保し、デジタ
ル社会実現の構造改革を推進

現
状
の
課
題



法制事務システムが満たすべき主な要求条件

A データ構造
• マシンリーダブル
• データ形式の国際標準等との整合性
• 公布即公開
• 過去時点も含む
• 改め文ではなく溶け込み条文ベースでの編集可能

B ワークフロー・API
• 法令案検討時の分散した情報管理
• 法制局審査や各省協議など関与プレーヤー、手続の変化も想定
• 官報やWebページなどに機械的に連携
• 誤りチェックや整合性チェックなどの支援ツールが適時適切に介在
• 柔軟な開発・拡張を可能とする設計

C UI
• 民間の人気サービスに遜色のないユーザビリティ
• 陳腐化の防止
• 条文エディタはレイアウト作業が分離、内容の遂行に集中
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（2022.9.12 法制事務のデジタル化検討チーム第6回会合資料1を元に抜粋・修正）
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2023(R5)年度の取組：調査・実証事業の実施

実施項目の概要

① 法制事務・法令等データの調査等

② 法制事務システムの調査・検討・プロトタイピング

③ デジタル法制の現状・未来に関する調査・研究

• 法制事務・法令等データの現状や事例、ニーズ等を調査・分析

• ワークフローやデータ構造を設計・シミュレーション

• 法制事務システムの設計・評価を行うための基礎を確立

• 全体アーキテクチャ

• 法令等データの編集・チェック機能

• 実際の法令立案の現場でのユーザテストを想定

• 法令等データの公開機能・利活用

• API等の利用者を交えた双方向型の設計・試用を想定

• 2024(R6)年度以降に見込まれる、実導入を想定した本格的な
PoCやシステム開発に向け、システムの実現性や基本設計を確
立

• システムの利用者、法令等データの利用者を交えた検討により、
法制事務デジタル化への理解を醸成し、建設的な設計と将来の
円滑な移行を可能とする環境を確立

• 先端技術活用の未来像、デジタル法制ロードマップの精緻化に
関する調査・研究

• 大学等の研究者や学生を交えた調査・研究を想定

• 法制事務デジタル化の長期的な効果を明らかにし、システム高
度化の意義や長期的目標を確立

• 将来的な法令等データ利活用による効果的な政策立案の実現に
向けた方針を確立し、研究開発・人材育成に向けた関心を醸成

※実施企業（幹事会社）：第一法規株式会社

実施項目の目的

（事業名：法制事務のデジタル化及び法令データの整備・利活用に関する調査・実証）



法制事務での利活用検討に当たり考えられる考慮事項

大規模言語モデル（LLM）を用いたAI等による
法制事務補助の短期的検証について

LLMを用いたAI等の法制事務への適性や、すぐに実現できそうなこと、中長期的に検討を要することを
整理するなど、望ましい活用のあり方について検討する。
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LLMを用いたAI製品の急激な進展

• 2022年末頃以降、性能が飛躍的に向上した大
規模言語モデル製品が次々に発表（ChatGPT：
2022.11.30 (*1)、new Bing：2023.2.7 (*2) 、GPT-4：3.14 (*3)）。
GPT-4は米国司法試験のシミュレーションで
上位10%の成績(*3再掲) 。

• 産・官の分野でも利活用や対応の動き：
• 自民党 AIの進化と実装に関するプロジェクトチーム「AIホワ
イトペーパー」（2023.4）：「基盤モデルのAIを行政サービ
スに活用する具体例として、短期間で成果の見える複数のパ
イロットプロジェクトに直ちに着手すること。（例）…、法
制執務補助、…」

• 農林水産省(*4)その他中央省庁(*5)、地方公共団体(*6)での検
討の報道。リーガルテック企業においてもChatGPT等を活用
した新サービス発表の動き。

(*1) https://openai.com/blog/chatgpt
(*2) https://blogs.microsoft.com/blog/2023/02/07/reinventing-search-with-a-new-ai-

powered-microsoft-bing-and-edge-your-copilot-for-the-web/
(*3) https://openai.com/research/gpt-4
(*4) https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/02423/041300003/
(*5) https://www.asahi.com/articles/ASR4N5F5XR4NULFA016.html
(*6) https://www3.nhk.or.jp/news/html/20230420/k10014043781000.html

言語モデルであるため、正確な情報入手には法令DBなどが必要
• 多様で柔軟なタスクに適応するが、本来自然な文章ややり取りを生成するよう訓練
されたモデルで、単体では計算、論理的な推論は確実でなく、検索も行わない。

• 外部の情報に依存しない、要約などの言語的タスクでは効果を期待。法令や条文の
検索・分析などのタスクでは、よりどころとなる法令データベース・APIとの組み合
わせが必要と考えられる。

使い手に十分な法制事務の専門知識が必要

• 原理上、出力結果が事実であるか、妥当であるかは別問題。出力を利用する場合は、
使い手に、法制事務の目的を踏まえて内容の正確性や妥当性を分析・判断する十分
な知識と技術が必要。

“もっともらしい誤り”に惑わされない注意・工夫が必要
• 流暢に誤りを出力することも。法制事務のタスクでは、複雑な場面での厳密性が特
に求められるため、適切に注意を喚起する仕組みが必要と考えられる。また、別の
決定論的なチェック機能等を併用することが有効である可能性。

立案や執行に係る説明責任の確保が必要



デジタル法制ロードマップ（議論に向けた未来像）

• 法令を機械実行可能な形式で記述・シ

ミュレーションする “Rules as Code”など、
法令データを基盤とした政策立案の研究

が国内外で行われている。

• AI等技術の研究開発と、技術を活用した
サービス開発・基盤整備・制度整備等の

段階的な高度化サイクルを軸とした、

「デジタル法制ロードマップ」を提案。

• 法令ベースレジストリの拡充と、その健

全な維持環境の確立は、AI等技術の研究
開発の基盤としても重要。
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（2022.11.9 法制事務のデジタル化検討チーム（第7回）会合資料2をもとに一部修正）

フェー ズ0
（現状）

フェー ズ1 フェー ズ2

フェー ズ3

キーワード:

法令オントロジ

フェー ズ4

キーワード:

法令静的解析

フェー ズ5

キーワード:

制度デジタルツイン

キーワード:

コネクテッドデータ・ 法令等データへの不十
分なアクセス、手作
業・目視での条文管理

→ 信頼できる機械可読な
法令データのタイム
リーな公開環境の構築

・ 信頼できる機械可読な
法令データが過去分含
め入手可能、常に更新

→ 官民でデータの相互参
照・相互連携が進展、
サービス開発

・ 委任や参照関係のデー
タが整備、統一的APIで
関係文書が相互連携

→ 法令の周辺情報を含め
たデータの分析、語句
の意味解析が進展

・ 法令用語の意義・論理
関係などの基礎的な意
味論情報が整備

→ 法令の適用や構造に関
する分析が進展。アナ
ログ的規制は自動特定

・ 法令の論理構造がデー
タ化、法令構造と実装
の対応関係情報が整備

→ 法令の矛盾や重複が自
動特定、最適なデジタ
ル技術利用を提案

一度に全分野ではな
く、導入しやすい分
野（例えば数値を対
象とする規律）から
順次高度化を試行。

・ 意味内容を含めて仮想
空間上で法令をシミュ
レーション

→ 法令の効果を自動分析、
現実の変化も連動し柔軟、
効果的、公正な制度設計

キーワード:

法令ベースレジストリ

開発

活用

開発

活用

開発

活用

開発

活用

開発

活用

開発

活用

開発した技術による
サービス創出や法制
事務での活用と併せ、
次段階に向けたデー
タ分析等を推進。



法制事務デジタル化に係る今後の方針（案）

• 国のインフラである法令データのベース・レジストリを整備し、国家公務員の働き方改革、BPR、
法令案の誤り防止等を推進するため、デジタル庁、総務省等の関係府省庁が連携し、法制事務の

デジタル化及び法令データの整備・利活用に関する調査・実証を着実に実施する。

• 2023(R5)年度調査・実証事業などにより実施。
• 2024(R6)年度以降、実導入を想定した本格的な実証やシステム開発。

• 法令等データについては、デジタル法制ロードマップを踏まえ、過去分データ、告示データ等へ

の対象データの拡充やAPIの機能拡張について検討する。
• 2023(R5)年度調査・実証事業などにより実施するほか、データ整備等について引き続き検討。

• 上記の検討においては、AI等の技術による法制事務の補助についても検証を検討。
• 2023(R5)年度調査・実証事業や、職員による試用などによる検証を検討。
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２ デジタル法制審査について
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デジタル法制審査に係るこれまでの経緯

• ２０２２年８月：「一括見直しプラン」にお
いて、２０２４年（令和６年）常会提出法律
案のうちから試行的に実施することとしてい
たデジタル法制審査（新規法令等に対するデ
ジタル原則適合性確認等プロセス）を前倒し、
２０２２年秋の臨時国会に提出予定法案を対
象に試行的に実施。

• ２０２２年１２月：アナログ規制に関係し得
るとされた条項については、デジタル技術が
活用できる旨を明確化する通知・通達の整備
時期等と併せて点検結果を公表。

• ２０２２年１２月～：「デジタル原則適合性
確認等のための指針」を拡充し、通常国会提
出予定法案について、デジタル法制審査を実
施。

デジタル法制審査については、昨年の臨時国会提出予定法案を対象に試行実施を開始。その後、内
容を拡充し、今通常国会提出予定法案についてもデジタル法制審査を実施中。
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デジタル法制審査の今後について

法案の成立後、継続的・自律的に以下の取組を行う。
各府省：新規法令等の立案に際しては、テクノロジーマップ・技術カタログを適切に活用しつつ、アナ
ログ規制が新たに規定されることのないようにデジタル原則適合性確認等のための指針に基づき点検を
実施し、その点検結果をデジタル庁へ提出

デジタル庁：必要な体制を整備しつつデジタル法制審査を実施

• 本年３月に「デジタル規制改革推進の一括法案」（参考資料参照）を国会に提出。
• デジタル社会形成基本法の改正により、デジタル規制改革を国の基本方針として法定し、デジタル法制
局のプロセス（新規法令等のデジタル原則適合性を確認するプロセス）に関連する規定を措置。

• デジタル社会の形成に関する施策の策定に係る基本方針として、デジタル技術の進展等を踏まえたデジ
タル技術の効果的な活用が規制により妨げられないようにするため必要な措置が講じられなければなら
ないことを定めるとともに、当該見直しを重点計画の記載事項に位置付け。

• 本改正により、規制見直しの方向性を明確に定め、デジタル法制局のプロセス等を重点計画に明記。



３ 官報電子化の取組について
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電子官報の実現

○官報の原本が慣習で紙媒体とされており、行政手続における書面の廃止やデータの再利用ができない
※商業登記法等で公告をしたことを証する書面として紙の官報を提出させている規定が12法律のほか政省令等に存在。会社等の登記申請の際は年間約
13,500件から14,500件程度、紙の官報が提出されている。（内閣府調べ）

経済界要望

○内閣府において官報の発行に関する新法の立案作業を担う体制を構築し、検討を開始。年央までに検討・論点整理を終え、できるだけ早
期に法案を国会に提出し、電子官報を官報の正本として位置付け。

【実施済】改革①：行政手続における官報（紙）の提出を不要に
○閣議了解（本年１月27日）により、セキュリティ強化等を行った「インターネット版官報」と官報（紙）の同一性を確保」
○官報（紙）の書面添付を義務づけている行政手続（１２法律等で規定）の運用を見直し

改革②：官報の発行に関する新法により電子官報を官報の正本として位置付け

EU 法律へのアクセスの容易化、コスト削減、迅速
な出版の保証を意図して、2013年に欧州委員会
規則によりEU官報（電子）が正本に。

フランス
ペーパレス化法によって2016年に官報の紙出版
は終了し、電子版のみを公開提供することに。

ドイツ
昨年12月、連邦法令官報の電子版を正本とする
こと等を内容とする改正法案が成立。

出典：株式会社ぎょうせい調査、国立印刷局調査等

◆諸外国（いわゆる大陸法系諸国等）の状況

※その他、「インターネット版官報」の改善（一覧性のある目次付与、検索性の向上等）を実施

（２０２２年）
１２月

（２０２３年）
１～３月 ４～６月 ～１２月

①行政手続におけ
る官報（紙）の提
出に関する改革

②新法により電子
官報を官報とする
改革

◆官報電子化実現に向けた工程の概要

体制拡充

電子署名に関する対応

できるだけ早期に
法案を国会提出

タイムスタンプ付与

（１月）
・閣議了解(同一性保証)
・各法人・組合に対して
運用の変更を通知

検討・論点整理 法制化作業

※1999年から「インターネット版官報」で官報情報を配信。他方、官報の発行に関する法律上の規定は存在しない。

明治以来紙で発行されてきた官報を電子化。
法令公布の手段でもある官報の電子化は法制分野のＤＸの基盤に。

2022年12月21日 デジタル臨
時行政調査会資料を一部更新



改革①の検討（実施済み）
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2023年3月14日
官報電子化検討会議資料

行政手続における「インターネット版官報」の活用に係る閣議了解（令和5年1月27日）

＜改革前＞
○「インターネット版官報」については、紙の官報と同等の権威付けが存在しない。
○このため、商業登記法などに基づき「公告をしたことを証する書面」の提出を求める手続においては、

官報（紙）の提出のみが可能で、インターネット版官報の提出は認められていない（年間14,000件程度）。
→「紙媒体でしか提出できない運用（郵送等での受付）は不便」との経済界からの声。

①校了データ
（官報情報）

②インターネット版官報
（ＨＰに掲載される官報情報
を記録した電磁的記録）

③官報（紙）
（官報情報を出力した紙面）

↕ 同一性確保を徹底原稿
編集

閣議了解により、官報（紙）とインターネット版官報の同一性確保（セキュリティ強化等）。
→ 登記申請等においてインターネット版官報の提出が認められ（注）、電磁的手続のみで完結。

※官報情報：官報の編集作業により作成された校了データ

＜セキュリティ強化＞
電子署名・タイムスタンプ

法
務
局
な
ど

登記申請等
（公告をしたこ
とを証する書面
を添付）

電磁的に
提出可能

見直し

（注）法務省（法務局）の受付システムの運用を見直すとともに、登記申請をする法人に対して各所管省庁から通知。



官報発行に係る法的安定性の確保、国民の利便性の向上、発行業務の効率化

「官報電子化」
• 上記①の慣習法を変更し、官報の発行を電磁的方法により行うこと、法令の

公布を当該官報により行うことについて、法定することが必要。
➡ 官報の発行に関する新法（成文法）の制定

• 官報掲載事項については、これまで積み重ねられてきた行政実務等を成文化
することを基本。

電子官報（「インターネット版官報」）を「正本」として位置付けるため、官
報に関する事務を所掌する内閣府大臣官房総務課に「官報改革検討チーム」を組
織し、関係省庁の協力を得つつ、官報の発行に関する新法の検討を開始。

＜現状＞
官報に関する法律は存在しないところ、これまでの行政実務等の積み重ねによ

り、①官報は紙の印刷物であること、②法令の公布は官報への掲載をもって行わ
れること、は現時点において慣習法と解されている。

基本的な考え方

近年のデジタル化の進展への対応、デジタル社会形成

改革②の検討 2023年3月14日
官報電子化検討会議資料
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官報掲示と同時

官報の発行方法について

現行の紙官報 電子官報（案）

校
了
デ
ー
タ

校
了
デ
ー
タ

官
報
（
掲
示
）

官
報

掲示用官報は、
専用回線で虎
ノ門の印刷局
本局に電送さ
れ、専用端末
で印刷

全国配送用の
官報は、東京
工場で印刷

虎ノ門の印刷局本局の掲示
板に掲載されたことをもっ
て、官報の発行とされる。

・印刷局本局での掲示と
同時に閲覧可能にして
いる。

・正式な官報としては
位置付けられていない。

官
報

官
報
記
録
事
項

記
載
書
面

東京工場等の
専用サーバに
アップロード

閲覧用端末
に保存

印刷

専用サーバに
アップロード

・官報掲示場所において、
デジタルサイネージ等で
閲覧可能。

・官報発行時刻に影響しない。

・インターネットを通じて、
どこでも、無料で閲覧可能。

・一定期間ダウンロードも
可能。

・インターネット上でアクセ
ス可能になった時点で、官
報発行とする。

インターネット
掲載と同時

希望する者に対して配送・
販売。

＜インターネットを利用
できない者への対応＞

＜インターネットを利用
できない者への対応＞

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

版
官
報

・印刷局から全国の官報販売
所（４８か所）に配送され、
官報販売所で配送・販売。
閲覧も可能。

・官報発行時刻に影響しない。

官
報

2023年4月14日
官報電子化検討会議資料



電子官報の利活用等に係る今後について

• 内閣府を中心に、紙で発行されてきた官報を電子化する仕組みについて本年年央まで

に検討・論点整理を終え、できるだけ早期に法案を国会に提出する。

• 法案の検討に当たっては、以下の運用が可能となるような制度設計を行う。

将来的に紙の官報を廃止することを念頭に置き、

現在の官報（紙）を電子官報に単に置き換えるのではなく、今後の技術革新に対応
できる技術中立的な仕組みを構築

機械可読な電子官報のデータの提供

長期保存が出来る仕組みの構築、改ざんされていない真正情報の提供

e-LAWSとの連携などによる官報に関する事務のBPR 等

19
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法制事務システムの全体像のイメージ

メインDB

官報など

民間の
検索サービスなど

その他、同じ公開機能や
API仕様を流用する文書

ビューア 検索画面

チェック機能

法令一覧管理等

エディタ 改め文登録等比較・新旧対照表示等

編集用DB
（データの整合性を機械的に確保
しつつ用途に応じた情報管理）

法令等データ公開機能

検索システム

さらなる高度サービス

APIによるデータの流れ

UIによるユーザの流れ

自動チェックの流れ

法令等データの編集・チェック機能 法令等データの公開機能・利活用

法令審査担当者

法令案編集者

法令案協議先

法令データ管理者

各省庁の法令閲覧者

一般の法令閲覧者

法令等研究者

類似する文書の提供者

国立印刷局など

議院法制局など

サービス開発者

弁護士など

ポータルサイトなど

要素製品提供者

法令解説等提供者

基盤システム提供者

ニーズ・ワークフロー
・全体アーキテクチャ
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法令等公開APIの中期ロードマップ

法令等公開 の中期ロードマップ（素案）
• 省令以上データについては既にデータ構造が定義されていることから、省令以上データの時系列対

応など、進めやすいと考えられる範囲からAPI開発・データ拡充を進めてはどうか。

• できる範囲から段階的に提供を開始し、早期の民間サービス創出、行政運営への活用を促進。

従来の法令API
（省令以上時系列なし相当） 省令以上時系列あり 告示等 時系列あり 告示以上 未確定施行順考慮提供API

時系列ありAPIの開発

省令以上時系列データ整備

未確定施行順を考慮したデータ構造・DB等の開発

エディタ等の開発

未確定施行順を考慮した編集ワークフローへ移行

告示等時系列データ整備
順次対象拡大

順次カバー率拡大

時系列対象を広げる前に、
データを追加する担当者が円滑に

編集できる環境整備が必要。

省令以上の過去デー
タも入手可能となる

告示データも提供可
能な環境が整備

法令データの公布後即
時入手が可能となる

• 種別・項目・本文形式・カバー率・確認度合いなどの
データ公開度の測定方法を定義し、KPIなどに活用。

• APIの設計にあたってはデータの利用者を交えたプロ
トタイピングを行い、ニーズ吸収と新サービス創出を
促進。

→ 2023年度から開発、順次拡大

未確定施行順考慮APIの開発

告示の現状調査、データ構造開発

（2022.11.9 法制事務のデジタル化検討チーム第7回会合資料2より）
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法令等データを活用した高度な政策立案等の研究・事例
（2022.11.9 法制事務のデジタル化検討チーム第7回会合資料2より）

法令等データを活用した高度な政策立案等の研究・事例

• 法令のベースレジストリ整備を超える高度な法令等データ活用による規制改革・政策立案の研究が
国内外で行われ、一部については実装されている。これらの検討においては、法令を機械実行可能
な形式で表現することによる効率的な制度実装の試みである“Rules as Code”などの概念が存在。

• また、近年、機械学習技術を応用したリーガルテックの研究も進展。法令等データの蓄積による高
度な技術開発・サービス創出、効果的な行政運営への活用が期待される。

• 法令等データ活用を活用した高度な政策立案等を実現するためには、信頼性の高い法令データの整
備はもとより、法令関連文書の相互関係や法令用語に関する意味構造、法令の機械による解析等の
技術の開発やデータ基盤構築が必要。

“Better Rules”
(ニュージーランド政府, 2018)

https://www.digital.govt.nz/dmsdocument/95/html

• 行政サービスがデジタルで実装される現代に
おいて、非デジタルな形態で作られる法令の
意図と実装が乖離する可能性がある。

• そこで、法令を機械実行可能な形式で記述す
ることで、法令の効果をデジタル技術で容易
に実行・シミュレートできるようにし、制度
の効果を高める方法論を提唱。サービスデザ
イン手法により課題を整理。

• “Rules as Code”の語はBetter Rulesチーム
によるものとの指摘（OECD, 2020、右記）

“Rules as code: Seven levels of 
digitisation”
(Wong, 2020)

https://ink.library.smu.edu.sg/sol_research/3093/

• 条件分岐が明確な法令を想定し、ルールエン
ジンやオントロジ、自動化ツールなど、使用
するデジタルツールの高度化レベルを分類。

• ツールの活用の際にレベルを引用できるよう
にすることを目的としている。例えば、「レ
ベル3.0のRules as Codeプロトタイプを実
装しよう」と提案したときに、「OK、その
場合必要な時間とリソース、手順はこうで
す」と答えるといったコミュニケーションが
可能となる。

“Cracking the Code - Rulemaking for 
humans and machines”

(OECD, 2020)

https://doi.org/10.1787/3afe6ba5-en

• “Rules as Code”として、法令策定の際に従
来の自然言語による法令に加えて機械実行可
能なコードを同時に作成し、両者を1対1で編
集することで、コードを直接制度運用に活用
できるようにする方法論を報告。

• Willemstein & Ross (2021)*は、この方法論
は制度設計におけるテスト駆動開発であると
指摘。
* https://www.brcommunity.com/articles.php?id=c059

“OpenFisca” (フランス政府, 2011～)

• 主として税金・給付を対象として、制度を
機械実行可能コードとして入力することで、
税額等を計算するシステム。

“DataLex” (AustLII (豪))

https://datalex.org/

• 原プロジェクトは1987年頃*。英語に近い
ルール記述言語を用いて、機械実行可能
コードを記述、質問に答えて法令の適用
箇所などを表示できる。
* https://dl.acm.org/doi/10.1145/41735.41737

https://openfisca.org/en/

“Xelen” (角田, 2016～)

• Pythonで記述されたルールに基づいて権利
義務関係や状態遷移をシミュレーション。
ローコードエディタや日本語条文への変換
機能などを搭載。

https://xelen.jp/secom_pj/



Ⅰ 将来にわたってデジタル技術の進展等を踏まえた規制の見直しが自律的かつ継続的に行われることを担保するため、
見直しの基本方針や具体的な施策について定める。

Ⅱ 一括見直しプランに基づくアナログ規制の見直しを実現するため、①書面掲示規制（※）及び②フロッピーディスク等の
記録媒体に係る規制について改正を行う。
（※）７項目の規制の大部分は、政省令改正等により、法改正を要することなく見直しの実現が可能。法改正を行うものは、書面掲示規制が中心。

（※）「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（2022年６月 デジタル臨時行政調査会決定）
代表的なアナログ規制７項目の見直し（①目視、②定期検査・点検、③実地監査、④常駐・専任、⑤書面掲示、⑥対面講習、⑦往訪閲覧・縦覧）
フロッピーディスク等の記録媒体を用いる申請・届出等のオンライン化

改正のポイント

趣旨
「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（※）を踏まえ、デジタル技術の進展を踏まえたその効果的な活用のための規制
の見直しを推進するため、①デジタル社会形成基本法、②デジタル手続法、③アナログ規制を定める個別法の改正を行う。

デジタル技術の進展等を踏まえた自律的・継続的な規制の見直しの推進に係る改正

デジタル規制改革推進の一括法案について デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するための
デジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律案

デジタル社会
形成基本法
の改正

デジタル技術の効果的な活用、テクノロジーマップ（※２）の公表・活用に関連する
規定を措置 ※２ デジタル技術と規制の見直し事項の対応関係を示したマップ

・ 国は、デジタル技術の進展等を踏まえ、デジタル技術を効果的に活用することができるように
するため必要な施策を講じなければならないこととする（地方公共団体は国に準じた努力義務）。

・ 内閣総理大臣（デジタル庁）は、規制の見直しに資する技術に関する情報（テクノロジーマップ
等）について公表することとするとともに、国の行政機関等は当該情報を活用するよう努めなけ
ればならないこととする。

デジタル規制改革を国の基本方針として法定し、デジタル法制局のプロセス（※１）

に関連する規定を措置 ※１ 新規法令等のデジタル原則適合性を確認するプロセス
国の基本方針として、デジタル技術の進展等を踏まえたデジタル技術の効果的な活用が
規制により妨げられないようにするため必要な措置が講じられなければならないことを定める
とともに、当該見直しを重点計画の記載事項に位置付け。
（本改正により、規制見直しの方向性を明確に定め、デジタル法制局のプロセス等を重点計画に明記）

デジタル
手続法の
改正

（テクノロジーマップのイメージ）
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フロッピーディスク等の記録媒体による行政機関への申請等についてオンラ
インによる申請等を可能とするため、オンライン化を可能とする通則法であ
るデジタル手続法の適用範囲を拡大。

事業所等での書面の掲示

※ 2022年常会で民事訴訟法の公示送達についてデジタル化のための改正が行われ
ており、今回の法案はこれを参考にしたもの

記録媒体による申請等のオンライン化に係る改正 書面掲示規制の見直しに係る改正

※ 対応困難な一部の零細事業者等については、適用除外を措置
（工程表において、将来に向けてデジタル化の取組を促していくことを明記）

掲示場等での書面の掲示

【改正後】

事務所に設置した
パソコン画面での表示

又は

利用者保護や利便性、
デジタルデバイドへの配慮
の観点から、書面による

掲示も維持

インターネット
による閲覧を可能に

主務省令で定める方
法（インターネットに
よる公表を想定）

特定の場所において書面で掲示されていたものについて、インターネットによ
る閲覧等を可能とし、いつでもどこでも、必要な情報を確認できるようにす
ることで、利便性の向上を図る。

公
示
送
達

標
識
、
利
用
料
金
等
の
掲
示

施行時期 原則として公布後１年以内（公示送達のデジタル化は、民事訴訟法の公示送達制度の見直しの施行時期を踏まえ、公布後３年以内）

今後のスケジュール等

利用者の利便性、デジタル
デバイドへの配慮の観点か
ら、現地での掲示も維持

【現行】

掲示場等での書面の掲示

【現行】 【改正後】

行政機関が私人に通知等を
行うに当たり、その者の所在が
不明である場合等に、一定期
間、掲示（公示）をする制度

【改正後】【現行】

フロッピーディスク等の記録媒体を
提出することとされている手続には
デジタル手続法が適用されない
⇒ オンラインで行うことができず、

フロッピーディスク等の特定の記録
媒体の使用義務

デジタル手続法の適用範囲を拡
大し、フロッピーディスク等の記録
媒体による手続についてもオンライ
ン可能に

書面等

電磁的記録媒体
（フロッピーディスク等）

デジタル手続法の適用対象
＝同法によりオンライン可能

書面等

電磁的記録媒体
（フロッピーディスク等）

デジタル手続法の適用対象
＝同法によりオンライン可能

現行法令上オンライン不可

デジタル
手続法の
適用範囲
を拡大

フロッピーディスク等の記録媒体の提出が必要 パソコン、スマートフォン等で手続が可能に
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官報への掲載項目

（出典）国立印刷局資料

掲載項目 掲載内容

憲法改正 日本国憲法第九十六条による改正が
行われる場合に公布

詔書 天皇陛下が行われる国事行為の一つ

法律 国会で制定された法律の公布

政令 内閣が制定する命令の公布

条約 外国又は国際機関との合意、成立事
項の公布

最高裁判
所規則

最高裁判所が定めた規則の公布

内閣官房
令

中央人事行政機関が定めた命令の公
布

内閣府令 内閣府が定めた命令の公布

復興庁令 復興庁が定めた命令の公布

デジタル
庁令

デジタル庁が定めた命令の公布

内閣府
令・省令
など

内閣府と各省庁が共同で定めた命令
の公布

省令 各省庁が定めた命令の公布

規則 会計検査院、人事院、各委員会等が
定めた規則の公布

庁令 海上保安庁が定めた命令の公布

訓令 官庁が管轄の下級官庁に対し定めた
命令の公布

掲載項目 掲載内容

告示 国の機関が決定した事項を広く知らせるための告示

国会事項 規則、規定の制定・改正、会議・議事日程、議案関係等を掲
載

人事異動 内閣、中央省庁、都道府県、政令指定都市の主要な人事異動
を掲載

叙位・叙勲 位階、勲等に叙せられた者の氏名等を掲載

褒賞 褒章を授与された者の氏名・団体名等を掲載

皇室事項 行幸啓、新任式・認証官任命式等のご公務、御祝電等を掲載

官庁報告 国家試験の公示・合格者公告、最高裁判所判決、公聴会の開
催等官庁からの報告事項を掲載

資料 各省庁の作成した資料を掲載

地方自治事項 都道府県知事、政令指定都市の市長選挙結果を掲載

公告 以下の区分で諸事項を掲載

・官庁 公示伝達、行政処分、国家資格保有者の懲戒処分、免許取消
し、押収物還付など

・裁判所 相続、公示催告、失踪、破産、免責、会社更生など

・特殊法人等（独立行政法人等
の公告）

財務諸表、組織解散等、国家資格保有者の登録・登録抹消等、
所管事項の承認・認定など

・地方公共団体 地方債償還、行旅死亡人、無縁墳墓等改葬など

・会社その他 組織変更、合併、解散など

・会社決算公告 ー

政府調達公告 WTO政府調達協定によるものなど（政府調達公告板に掲載）


